
四街道市中高層建築物等の建築に係る紛争の予防及び調整に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、四街道市中高層建築物等の建築に係る紛争の予防及び調整に関する

条例（平成２３年条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）及び条例の例による。 

 （標識の設置） 

第３条 条例第６条第１項に規定する標識（様式第１号。以下「標識」という。）は、中

高層建築物等の建築敷地内で道路に接する部分（当該建築敷地が２以上の道路に接する

ときは、それぞれ道路に接する部分）に、地面から標識の下端までの高さがおおむね１

メートルとなるよう設置しなければならない。 

 （標識の設置方法） 

第４条 中高層建築物等の建築主（以下「建築主」という。）は、標識が風雨等のため容

易に破損し、又は倒壊しない方法で設置するとともに、標識の記載事項が条例第６条第

２項に規定する表示をするまで不鮮明にならないように維持管理しなければならない。 

 （標識の設置届） 

第５条 条例第６条第３項の規定による届出は、標識設置届（様式第２号）により行うも

のとする。 

２ 前項の標識設置届には、次に掲げる事項を記載した図書（以下「説明資料」という。）

を添付しなければならない。 

⑴ 中高層建築物等の敷地の位置、形態及び規模、敷地内における中高層建築物等の位 

 置並びに付近の建築物等の概要 

⑵ 中高層建築物等の形態、規模、構造及び用途 

⑶ 中高層建築物等の工期、工法及び作業方法等 

⑷ 中高層建築物等の工事による騒音及び振動等の危害の防止策 

⑸ 中高層建築物等の建築に伴って生ずる日照の阻害、通風の阻害、風害、電波受信障

害その他周辺の生活環境に及ぼす影響及びその対策 

 （標識の記載事項の変更） 

第６条 建築主は、標識の記載事項に変更があったときは、速やかに標識の当該記載事項

を訂正しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定により標識の記載事項を訂正したときは、速やかに標識記載事

項変更届（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 （建築計画の説明） 



第７条 条例第７条第１項の規定による規則で定める事項は、第５条第２項各号に規定す

る事項とし、説明資料を提示して行うものとする。 

２ 条例第７条第１項の規定による説明は、標識設置後速やかに開始しなければならない。 

３ 条例第７条第２項の規定による説明会の方法により説明するときは、日時及び場所を

近隣関係住民と調整して行うものとする。 

 （建築計画の報告） 

第８条 条例第８条第１項の規定による報告は、近隣関係住民説明結果報告書（様式第４ 

号）又は近隣関係住民説明会結果報告書（様式第５号）に市長が必要と認める図書を添 

えて行うものとする。 

 （紛争調整の申出） 

第９条 紛争当事者は、条例第９条第１項又は第２項の規定により紛争の調整を申し出る 

ときは、建築紛争調整申出書（様式第６号）により行うものとする。 

 （あっせんの開始等） 

第１０条 市長は、条例第９条第１項又は第２項の規定によりあっせんを行うときは、あ 

っせん開始通知書（様式第７号）により紛争当事者に通知するものとする。 

第１１条 市長は、条例第９条第５項の規定により紛争当事者の意見を聴くため出席を求 

めるとき又は必要な資料の提出を求めるときは、出席要求通知書（様式第８号）又は関 

係図書提出要求通知書（様式第９号）により紛争当事者に通知するものとする。 

 （あっせんの打切り） 

第１２条 市長は、条例第１０条の規定によりあっせんを打ち切るときは、あっせん打切 

り通知書（様式第１０号）により紛争当事者に通知するものとする。 

 （調停への移行の勧告等） 

第１３条 市長は、条例第１１条第１項の規定により調停への移行を勧告するときは、調 

 停移行勧告通知書（様式第１１号）により紛争当事者に通知するものとする。 

２ 前項の勧告を受けた紛争当事者は、調停移行勧告に対する回答書（様式第１２号）を 

 市長に提出しなければならない。 

 （調停の開始等） 

第１４条 市長は、条例第１１条第２項の規定により四街道市建築紛争調停委員会（以下 

「調停委員会」という。）に調停を付したときは、調停開始通知書（様式第１３号）に 

より紛争当事者に通知するものとする。 

第１５条 市長は、条例第１１条第３項の規定による勧告は、調停開始受諾勧告通知書（ 

様式第１４号）により行うものとする。 

２ 前項の勧告を受けた紛争当事者は、調停開始受諾勧告に対する回答書（様式第１５号）

を市長に提出しなければならない。 

第１６条 調停委員会は、条例第１２条第３項の規定により紛争当事者の意見を聴くため 

出席を求めるとき又は必要な資料の提出を求めるときは、出席要求通知書（様式第１６ 



号）又は関係図書提出要求通知書（様式第１７号）により紛争当事者に通知するものと 

する。 

 （調停案の受諾勧告） 

第１７条 調停委員会は、条例第１３条の規定により調停案の受諾を勧告するときは、調 

停案受諾勧告通知書（様式第１８号）により紛争当事者に通知するものとする。 

２ 前項の勧告を受けた紛争当事者は、調停案受諾勧告に対する回答書（様式第１９号） 

を調停委員会に提出しなければならない。 

 （調停の打切り） 

第１８条 市長は、条例第１５条第２項の規定により調停を打ち切るときは、調停打切り

通知書（様式第２０号）により紛争当事者に通知するものとする。 

 （代表当事者の選定） 

第１９条 市長は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、紛争当事者に対

し、当該紛争当事者の中からあっせん又は調停の手続における当事者となる一人又は数

人（以下「代表当事者」という。）を選定するよう求めることができる。 

２ 紛争当事者は、前項の規定により代表当事者を選定したときは、代表当事者選定届（

様式第２１号）を市長に提出しなければならない。 

 （工事着手の延期等の要請） 

第２０条 市長は、条例第１６条の規定により工事着手の延期又は工事の停止を要請する

ときは、工事着手延期・工事停止要請通知書（様式第２２号）により建築主に通知する

ものとする。 

 （調停委員会の委員長） 

第２１条 調停委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、調停委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

 （調停委員会の会議） 

第２２条 調停委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議

長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 （庶務） 

第２３条 調停委員会の庶務は、都市部建築課において処理する。 

 (措置命令) 

第２４条 市長は、条例第１７条の規定により措置命令をするときは、措置命令書（様式

第２３号）により通知するものとする。 



 （公表の方法） 

第２５条 市長は、条例第１８条第１項の規定により公表するときは、広報紙への掲載そ

の他適当と認められる方法により行うものとする。 

 （補則） 

第２６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

この規則は、平成２３年６月１日から施行する。 


